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◆ 2 月のＣＰ市場動向 

2月のＣＰ（短期社債）の月末発行残高は、16兆3億円（前年同月比▲5,490

億円）と、ちょうど一年振りに16兆円台まで回復し、前月比で＋1,660億円の

増加となった。内訳をみると、一般事法は前月比＋4,955億円の増加と牽引した

が、その他金融は▲1,034億円、金融機関は▲1,222億円、ＡＢＣＰは▲1,039

億円とそれぞれ減少した。発行サイドは、有利子負債の圧縮ニーズから3月中の

償還案件が増加傾向にあり、期越物の発行は7,500億円程度に止まった（2月中

の入札方式での発行総額は約3兆円）。 

発行レートの動きは、投資家の運用ニーズが強く、期内物・期越物を問わず

0%近辺での出合いが中心となり、発行量の少ない期越物はマイナスレートでの

取引も散見された。 

 

【新発3Ｍ物の発行レート】 

最上位銘柄（a-1+格）はマイナス～0%近辺。 一般事業法人（a-1格）はマイ

ナス～0.0035%。その他金融銘柄（a-1格）はマイナス～0.020%。 

 

【業態別残高内訳】 

 



【格付け別の発行レート】 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペのオファー額は、6日・14日・23日に各々3,000億円で合計9,000億

円と、前月（合計8,000億円）に比べ増額したが、応札額は逓減傾向にあった。オペの

落札レートについて、6日と14日はディーラーの強い売却ニーズのため、按分・平均落

札レートともに▲0.001%と横這い推移となった。しかし、26日のオペは、3月実施の

オペの需給要因を意識したためか、按分レートは▲0.003%と小幅低下が見られた。 

 

 【月末オペ残高：2兆3,536億円】  

 

≪ＡＢＣＰ≫ 

ＡＢＣＰの月末残は、前月比▲1,039億円減少し１兆2,180億円と、保振統計

上初めて1兆3千億円を割り込んだ。前年同月比では▲946億円の減少であった。 



≪短期社債登録状況≫ 

証券保管振替機構によると、2 月末時点における発行登録企業数は、ミツミ電

機が登録抹消を行ったことから 1 社減の 521 社となった。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

現先（S/N）レートは、投資家の運用ニーズが強く0%近辺での出合いであった。 

 

◆ 3 月のＣＰ市場動向 

3月のＣＰ償還額は約5兆600億円に達し、前年同月の約4兆4900億円と比較

しても約5,700億円の償還増加が見られる（除く、相対発行分・金融機関発行Ｃ

Ｐ・ＡＢＣＰ）。 

今月の発行動向は、期末を控えた一般事法の有利子負債圧縮の影響から、月末

残高ベースで13兆円割れも視野に入る。一方で、期越物発行は、長めの資金調

達ニーズの強いその他金融主体の発行と予想する。 

発行レートの動きは、1格銘柄で期内物が0%近辺、期越物がマイナス～0.01%

近辺の出合いを予想する。 

 

≪ＣＰオペ≫ 

今月のＣＰオペのオファーは、7日・17日が各々5,000億円、28日が6,000

億円と、合計1兆6,000億円となる増額入札を予定している（前月は各回3,000

億円、合計9,000億円）。7日オファー分では、応札額は昨年12月27日のオペ

以来の1兆円超えとなったが、按分レートは▲0.009%、平均落札レートは▲

0.005%と、前回（2月23日実施分）より低下した。次回以降のオペレートは、

オファー額の多さと期越え発行の減少等の需給要因から、今月に限っては更に

低下が進むと思われる。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

ＣＰ現先レートは、投資家のプラス圏内での運用ニーズは変わらず、先月同

様 0%近辺での出合いを予想する。 



参考資料 

短期社債月末残高（Ｈ26 年 4 月～Ｈ29 年 3 月） 

 

2 月末発行残高ベスト 10 

 

参考出所 (株)証券保管振替機構 
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